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1) 平成23年３月期の業績
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◆売 上 高 ： 前年同期比1.4％減少
◆売上総利益 ： 前年同期比6.3％増加

連結損益計算書（累計期間）

平成22年３月期 平成23年３月期

構成比
対前年
同期比

構成比
対前年
同期比

売 上 高 1,916 100.0 △42.6 1,890 100.0 △1.4

売 上 原 価 1,452 75.8 △38.0 1,396 73.9 △3.9

売 上 総 利 益 464 24.2 △54.3 493 26.1 6.3

販 管 費 637 33.3 △39.7 547 29.0 △14.1

営 業 損 益 △173 － － △54 － －

経 常 損 益 △82 － － 29 1.6 －

税引前当期純損益 △84 － － 29 1.6 －

当 期 純 損 益 △111 － － 35 1.9 －

（単位：百万円，％）
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◆第２四半期から経常損益黒字化
◆第３四半期から営業損益黒字化 （助成金依存からの脱却）

連結損益計算書（会計期間）

平成23年３月期

第１四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

構成比 構成比 構成比 構成比

売 上 高 437 100.0 451 100.0 494 100.0 506 100.0

売 上 原 価 346 79.2 340 75.4 350 70.9 359 71.1

売 上 総 利 益 91 20.8 111 24.6 143 29.1 146 28.9

販 管 費 158 36.2 128 28.4 131 26.6 129 25.6

営 業 損 益 △67 － △16 － 12 2.5 17 3.4

経 常 損 益 △38 － 12 2.7 31 6.4 24 4.8

税引前当期純損益 △39 － 12 2.7 31 6.4 23 4.7

当 期 純 損 益 △40 － 11 2.4 30 6.2 33 6.6

（単位：百万円，％）
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事業別売上高
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前年同期比 2.6％増加
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業種別売上構成

◆各業種 バランスの取れた売上構成
自動車業界の落ち込み 産業用機器・情報通信機器の伸び
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地域別売上高

4.2%

11.9%

33.8%

40.4%

4.2%

5.6%

北海道・東北エリア 5.6％

関東エリア 40.4％

東海エリア 33.8％

北陸・甲信越エリア 4.2％

近畿エリア 11.9％

九州エリア 4.2％

全国13拠点展開
関東／東海／近畿 主要３エリア
売上シェア 86.1％を確保
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① ﾃｸﾉﾛｼﾞｽﾄ数 ② 稼働率 ③ 稼働時間 ④ 単価

要因分析

売上高

◆売上高要因分析 ４要素
① テクノロジスト数 ② 稼働率 ③ 稼働時間 ④ 単価

◆利益要因分析 ２要素
① 売上原価 ② 販管費
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【在籍テクノロジスト数(ジェイテック単体) 】
3/31付 289名
4/1付 325名

【新卒採用】
2010年4月1日入社 66名(ﾃｸﾉﾛｼﾞｽﾄ)
2011年4月1日入社 41名(ﾃｸﾉﾛｼﾞｽﾄ)

【中途採用】
下期より活動再開

【分野別バランス】
ソフト比率が高め
全体的バランスは一定比率をキープ

売上高要因分析 ４要素 ①テクノロジスト数

◆在籍数：新卒の入社により増加
◆分野比率：大きな変動なし

▶ 今期の状況 ▶ 技術分野別テクノロジスト数推移(単体)
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売上高要因分析 ４要素 ②稼働率

・新卒採用：66名
期初の稼働率が一時的に低下したが
期末時点で約95%が稼働

・平均稼働率 前年同期比 8.9ポイント
上昇

◆順調に派遣人員は増加

▶ 今期の状況 ▶ 稼働率推移
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売上高要因分析 ４要素 ③稼働時間

・残業規制の緩和
平均残業時間前年同期比4.7Hr増加
過年度テクノロジストの残業時間の伸び

・客先休業の減少
月間工数前年同期比6.8Hr増加

・有休取得の奨励

・新卒含め、下期に工数が増加

◆緩やかな増加傾向

▶ 今期の状況 ▶ 平均工数の推移
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売上高要因分析 ４要素 ④平均単価

・新卒の稼働開始95％
全体の平均単価は6.5％低下

・過年度テクノロジストの単価は水準を
維持できている

◆過年度：大幅な低下はなし
◆新 卒：通期で約14%の単価Up

▶ 今期の状況 ▶ 平均派遣単価の推移
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利益要因分析 ２要素 ①売上原価

・新卒の戦力化にかかる時間が影響し
第2四半期までにおいては高水準

・新卒約95%稼働開始に伴い、
下期は原価率が大幅にDown

◆上期：新卒大幅増員により原価率は高水準
◆下期：新卒稼働開始により上期より3.3ポイント低下

▶ 今期の状況 ▶ 原価率の推移
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利益要因分析 ２要素 ②販管費

・前年同期比：-89,667千円の削減
（-14.0％）

・比率 -4.3ポイントを達成

・経費削減諸施策の効果が
通期にわたり寄与

◆前期の固定費削減策の効果が顕在化

▶ 今期の状況 ▶ 販管費の推移
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連結貸借対照表

固定資産
98

流動資産
640

純資産
415

固定負債
74

流動負債
249
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資産の部 負債の部

◆自己資本比率：前年同期比 2.1ポイント低下

科目
平成22年
3月期

平成23年
3月期

増減額 要因

流動資産 457 640 183
現金及び預金の増加
未収消費税等の減少

有形固定資産 8 6 △2

無形固定資産 9 6 △3

投資その他の資産 89 84 △5

資産合計 564 738 174

流動負債 168 249 81
短期借入金の増加
未払消費税等の増加

固定負債 66 74 8

純資産 337 415 78

負債純資産合計 564 738 174
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連結キャッシュフロー計算書
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財務活動によるCF

投資活動によるCF

営業活動によるCF

平成22年3月期 平成23年3月期

◆営業ＣＦ プラスに転じる
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現金及び現金同等物の

期末残高

現金及び現金同等物の

増減額

税金等調整前当期純利益：29百万円
未収消費税等の減少：31百万円
未払消費税等の増加：18百万円

敷金及び保証金の回収による収入：2百万円
子会社の清算による収入0.6百万円
敷金及び保証金の差入による支出：0.3百万円

短期借入金の増加：58百万円
株式の発行による収入：49百万円
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2) 平成23年３月期の状況
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技術者派遣業界の事業環境

◆世界各国経済の緩やかな景気回復

◆客先業績の回復により工数・受注の増加

◆派遣業界に対する社会的信用の低下

◆派遣法の改正

◆東北地方太平洋沖地震による国内経済の悪化
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営業力強化について

新規顧客
40.0%

既存顧客
60.0%

営業力の集約の結果
・全体稼働率：96.5％（3月末）
・新卒稼働率：95.2％ （3月末）
・顧客基盤の拡大
・受注量の拡大

今期新卒の取引先傾向

【2010年1月～6月】
売上シェア 86.1％の市場（関東・東海・近畿）へ
営業力を一定期間集約
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新規受注状況について

◆新規受注獲得総数 前年同期比：203％
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・今期に入り、全ての月で前年同期比
100%超え

・上期に続き、下期も受注は好調

▶ 今期の状況 ▶ 新規受注獲得数
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新卒の動向について

◆期初より派遣は順調に増加傾向
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新卒稼働率 新卒平均単価推移(4月比)

・通期で増員を継続し、期末には
稼働率95％

・新規顧客拡大に寄与
全体の40％が新規取引

・通期で13.8％の単価Up

▶ 今期の状況 ▶ 新卒派遣状況
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既存顧客
60.0%
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待機テクノロジストについて
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◆稼働率上昇により待機テクノロジストの減少

【5月～】
待機の新卒全員を対象に教育訓練を開始

【9月～】
新卒就業開始増により、過年度テクノロジス
トを教育訓練の対象

【下期】
稼働率上昇により雇用調整助成金及び教
育訓練助成金の受給対象者が減少

助成金受給額の減少

▶ 今期の状況 ▶ 待機率状況
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業界動向と当社の状況

◆2009年10月より派遣業界は継続的に回復

稼
働
率

有
効
求
人
倍
率

鉱
工
業
生
産
指
数

完
全
失
業
率

半年間のタイムラグ

リーマンショック後、鉱工業生産指数の反転期間
から半年遅れで当社含めた業界稼働率が上昇

各指標が弱まるも、業界全体は回復

※業界稼働率は当社独自の値
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派遣法改正について

派遣切りの多発や、雇用の安定性に欠ける派遣形態の横行に対する対応として
・登録型派遣の原則禁止(専門26業務等は例外)
・製造業務派遣の原則禁止(常時雇用(1年を超える雇用)の労働者派遣は例外)
・日雇派遣の原則禁止(日々又は2カ月以内の期間を定めて雇用する労働者派遣)
・グループ企業内派遣の８割規制、離職した労働者を離職後１年以内に派遣労働者として受け入れることを禁止

＜事業規制の強化＞

派遣労働者の不透明な待遇決定、低い待遇の固定化に対する対応として
・派遣元事業主に、一定の有期雇用の派遣労働者につき、無期雇用への転換推進措置を努力義務化
・派遣労働者の賃金等の決定にあたり、同種の業務に従事する派遣先の労働者との均衡を考慮
・派遣料金と派遣労働者の賃金の差額の派遣料金に占める割合(マージン率)などの情報公開を義務化
・雇入れ等の際に、派遣労働者に対して、一人当たりの派遣料金の額を明示

＜派遣労働者の無期雇用化や待遇の改善＞

主に一般派遣（日雇派遣）を対象とした改正 ⇒ 特定派遣事業への適用についての解釈は、不明確。

偽装請負などの違法派遣の増加、行政処分を受ける企業の増加に対する対応として
・違法派遣の場合、派遣先が違法であることを知りながら派遣労働者を受け入れている場合には、
派遣先が派遣労働者に対して労働契約を申し込んだものとみなす
・処分逃れを防止するため労働者派遣事業の許可等の欠格事由を整備

＜違法派遣に対する迅速・的確な対処＞

① 登録型や日雇、製造業の対象はなし。 ② 取引先企業も多岐にわたっており、全く問題なし。

当社への該当事項なし。

NG

NG
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<東北地方太平洋沖地震の影響>

2011年3月14日
「東北地方太平洋沖地震」の影響に関するお知らせ

1.被害の状況について

（1）人的被害の状況について

被災地における当社グループ従業員の無事

確認

（2）当社営業所の状況について

東北地方及び北関東地方の営業所において

建物の損傷、什器の転倒等の被害が発生

<義援金寄贈>

2011年4月25日

「東北地方太平洋沖地震」に対する義援金寄贈のお知らせ

1.内容

役員・従業員からの義援金及び当社から拠出

した義援金 200万円

2.寄贈先

日本赤十字社

東北地方太平洋沖地震による当社の状況

業績に与える影響は軽微
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資本政策について

昨今の雇用環境の悪化に伴う優秀な人材確保の
大きなチャンスと捉え、来期以降の更なる事業成
長・財務基盤の安定と企業価値の向上

<第三者割当増資>

2010年5月21日
第三者割当による新株式発行に関するお知らせ

2010年6月 8日
第三者割当による新株式発行の払込完了に関するお知らせ

① 発行株式数 ： 1,939株

② 発行価額 ： 25,700円

③ 資金調達額 ： 49,832,300円

④ 割当先 ： 当社幹部 11名

⑤ 資金使途 ： 運転資金

（新卒技術者の教育・住居・人件費等）

⑥ 希釈化率 ： 10.24％

<株式分割>

2011年2月28日

株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更に関するお知らせ

（1） 所有普通株式１株につき２株の割合をもって分割

① 分割前の発行済株式総数 ： 20,874 株

② 増加する株式数 ： 20,874 株

③ 分割後の発行済株式総数 ： 41,748 株

④ 分割後の発行可能株式総数 ： 144,000 株

（2） 日程

① 基準日公告日 ： 平成23年3月16日(水曜日)

② 基準日 ： 平成23年3月31日(木曜日)

③ 効力発生日 ： 平成23年4月１日(金曜日)

投資しやすい環境を整えるため、株式分割を実施し
投資単位当たりの金額を引き下げることにより、株式
の流動性の向上ならびに投資家層の拡大



(2479) 29Copyright© 2011 JTEC Corporation. All Rights Reserved.

・今期当期純利益35,067千円と
3期ぶりの黒字化

配当について

<期末配当予想の決定>

2011年3月23日
平成23 年3 月期期末配当予想の決定に関するお知らせ

①一定水準の利益確保が予想され、今後の業績等を総合的
に判断した結果、復配が可能となるものと判断し期末配当を
1株あたり100円とすることを決定

※配当実施については、平成23年６月開催の定時株主総
会にて、資本準備金の額の減少が承認可決されることが
条件となります。

第1四半期 第2四半期 第3四半期 期末 合計

平成23年3月期 期初予想 未定 未定

平成23年3月23日（現在） 100.00円 100.00円

平成23年3月期 実績 ― 0.00円 ―

平成22年3月期 実績 ― 0.00円 ― 0.00円 0.00円

2011年3月23日（現在）

・配当（一株当り100円）実施予定
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3) 中期経営計画



(2479) 31Copyright© 2011 JTEC Corporation. All Rights Reserved.

中期経営計画の基本目標

①売上高成長率 13％

・定期的な採用と社内教育の強化により顧客基盤を拡大

②最終年度の純利益１億円（リーマンショック前の利益水準の回復）

・現状体制で売上高の成長を実現

③財務基盤の強化と安定した株主還元

・内部留保、社内分配と株主還元の適正化

技術職知財リース事業の事業基盤を固め、
更なる企業価値の向上ならびに株主価値の向上を実現



(2479) 32Copyright© 2011 JTEC Corporation. All Rights Reserved.

中期経営計画の業績目標

平成23年
３月期
（実績）

平成24年
３月期

平成25年
３月期

平成26年
３月期

売 上 高 1,890 2,163 2,479 2,802

営 業 利 益 △54 32 63 93

経 常 利 益 29 47 63 93

当 期 純 利 益 35 43 67 100
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最終年度 利益1億円目標早急に営業損益の黒字化13%成長の継続
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ご参考資料
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当社概要

•1996年8月16日

設立

•代表取締役会長 藤本 彰

•代表取締役社長 藤本 幸之助

代表者

•機械設計開発

•電気・電子設計開発

•コンピュータソフトウエア開発

•総合コンサルタント業務

•各種技術サービス

•技術教育サービス

•有料職業紹介

•一般派遣(連結子会社)

事業内容

•株式会社ジオトレーディング（東京都中央区）

連結子会社

•329名（2011年3月31日現在）

従業員

2006年 4月 大阪証券取引所ヘレクレスに株式上場

7月 京都営業所 開設

9月 広島営業所・札幌営業所・金沢営業所・水戸営業所 開設

10月 立川営業所 開設
㈱ウリジオ（韓国） 買収

2007年 4月 厚木営業所・沼津営業所・岡崎営業所 開設

6月 熊本営業所 開設

10月 千葉営業所・新潟営業所・滋賀営業所 開設
㈱ジオトレーディング 設立

2008年 1月 松本営業所 開設

3月 郡山営業所・津営業所・神戸営業所・岡山営業所 開設

2009年 5月 立川営業所・新潟営業所・滋賀営業所・神戸営業所 統合

6月 高崎営業所・厚木営業所・広島営業所・沼津営業所 統合

7月 津営業所・岡山営業所・岡崎営業所 統合
㈱ウリジオ 売却

8月 京都営業所・郡山営業所 統合

9月 千葉営業所 統合

2010年 2月 ㈱ジェイテック・エンジニアス・カンパニー 清算

4月 熊本営業所 統合

10月 JASDAQとの統合

2011年 1月 大宮営業所を東京第二営業所、東京営業所を東京第一
営業所

1996年 8月 当社設立

10月 東京営業所 開設

1997年 10月 浜松営業所 開設

1998年 2月 横浜営業所 開設

8月 本社内に東京営業所・横浜営業所を移転統合

2000年 7月 宇都宮営業所 開設

8月 東海支社・関西支社 開設

2003年 8月 仙台営業所・横浜営業所 開設

9月 大宮営業所 開設

2004年 2月 豊田営業所 開設

3月 高崎営業所 開設

4月 ㈱ジェイテック・エンジニアス・カンパニー（韓国）設立

2005年 4月 福岡営業所 開設
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全国１３事業所

札幌営業所

仙台営業所

宇都宮営業所

水戸営業所

東京第一営業所

東京第二営業所

横浜営業所

松本営業所

名古屋営業所

浜松営業所

金沢営業所

大阪営業所

福岡営業所

平成22年4月1日 熊本営業所を福岡営業所に統合
平成23年1月1日 大宮営業所を東京第二営業所

東京営業所を東京第一営業所
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IRお問い合わせ

• 部署 ： 管理本部

• 役職 ： 本部長

• 氏名 ： 佐野 清一郎

• 電話 ： 03-5205-3640

• FAX ： 03-5205-3645

• E-Mail ： ir-info@j-tec-cor.co.jp

ＩＲ担当窓口

将来見通しに関する注意事項

本資料につきましては投資家の皆様への情報提供のみを目的としたものであり、売買の勧誘を目的としたも
のではありません。本資料における将来予想に関する記述につきましては、目標や予測に基づいており、確約
や保証を与えるものではありません。また、将来における当社の業績が、現在の当社の将来予想と異なる結果
になることがある点を認識された上で、ご利用ください。また、業績等に関する記述につきましても、信頼できる
と思われる各種データに基づいて作成されていますが、当社はその正確性、安全性を保証するものではありま
せん。本資料は、投資家の皆様がいかなる目的にご利用される場合においても、お客様ご自身のご判断と責
任においてご利用されることを前提にご提示させていただくものであり、当社はいかなる場合においてもその
責任は負いません。


